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エネルギーまちづくりという論点１ 

• エネルギー転換：再生可能エネルギーという「供給サ
イド」だけでなく、「需要サイド」のエネルギー効率化も
テーマ。  

• エネルギー大量消費を前提とする都市のストックを全
面的に低エネルギー化・需要管理・自給型に切り替え
ていく課題。 

• 再生可能エネルギーの数倍以上の経済的インパクト
→建設業、不動産、設計・デザイン、施工、設備、材料
調達など。 

• この投資は、省エネ効果によって経済的に回収可能
であり、不動産価値の上昇にも結びつく。 

 



エネルギーまちづくりという論点２ 

• 日本では、ZEH（ゼロ・エネルギー・ハウス）は、大手
住宅メーカーや大手不動産主導。→既存の政治経済
システムを前提とした技術的解決か？  

• エネルギーまちづくりは、①住民の生活の質の向上、
②創造的な都市経済の競争力、③参加と協働に基づ
くコミュニティの形成と、④気候変動対策など環境目
標の達成を、同時解決していこうとするガバナンス。 

• 民主的実験主義（Democratic Experimentalism）。社
会的な仕組みづくりに広範な市民層が参画。対案を
含み、計画的に進むとは限らない。予期しない成果を
より広範に展開させていくコーディネート力。 

 



ガバナンスの枠組みの変化 
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・フォーディズム型成長モデル 

・代表民主主義制度 

・ケインズ主義的経済政策 

・専門分化された官僚機構 

・混合経済（民間部門と公共部門） 

福祉国家のガバナンス ポスト福祉国家のガバナンス 

・知識経済、イノベーション、認知資本主義 

・参加民主主義、熟議民主主義 

・自由市場経済の「競争ルール」 
・専門家のネットワーク（プロジェクト志向） 
・公共部門の民営化と民間部門の社会化 

• 企業的生産様式に向かない「経験」価値が人々に求められている。 

• 管理された競争よりも、枠組みを超えた自由な創造性が価値を生む。 

• 意思決定過程だけでなく、現場的実践への参加を志向する。 

• 私的財産権はもはや絶対的排他的権利ではなく、影響を受ける人々が
発言する権利を強めている。（stewardship） 

• 社会的な価値を実現しようとすると、組織内のプロジェクトではなく、ます
ます多くの専門家や利害関係者との連携・協力・調整が必要になる。 



オレゴン州409万人 

ポートランド市376km2、人口64万人、 

都市圏人口242万人 

「全米で最も住みやすい街」 



オレゴン州・ポートランドに関する先行研究 

（１）都市計画と交通政策 

• 広域自治機関Metroと都市成長境界線（UGB）。ポー
トランド市開発局（PDC）。公共交通機関Tri-Met。 

• スマートグロース：広域レベルとコミュニティレベルとの
計画策定の調整・論争・合意形成の社会的制度。
NPO（1000 Friends of Oregon）による代替案。 

• 1972年ダウンタウン・プラン。高速道路の撤去と跡地
の公園化。「人々が住みたくなる、歩きたくなる場所」
を作る。←社会運動の影響と革新派政治家。 

• 川村・小門1995; Calthorpe & Fulton 2001; 小泉・西浦2003; Ozawa 

2004; 福川・矢作・岡部2005; 畢滔滔2017など。 



オレゴン州・ポートランドに関する先行研究 

（２）住民自治 

• 市議会は市長を含む5人のコミッショナーから成る。 

• 市内95の近隣組合（neighborhood associations）：
1970年代に再開発反対運動をきっかけに自治上の
権能の認められた住民自治組織。ゾーニングなどの
都市計画に際して必ず意見を聞く。ポートランド市近
隣計画局（ONI）が公的に支援。 

• 市民参加の活発な例外的都市（by Putnam）。政策的
なアドボカシー団体の増加。「市民による提案」と「行
政による対応」の「連鎖反応」が長期に保証。 

• Johnson 2002; Putnam & Feldstein 2003; 岡部2008; 岩淵他2017な
ど。 



オレゴン州・ポートランドに関する先行研究 

（３）Creativity 

• 自転車の街、地産地消の街、コーヒーの街、クラフトビ
ールの街、アウトドアスポーツの街、インディーズ音楽
の街、サステイナブルな消費スタイル。YCE （25〜39

歳までの大卒以上の学歴を持つ人）やCreative 

Crassの集まる街。 

• Pearl Districtの都市再生。ジェイコブズを意識した
Mixed Useとロフト住宅の再開発。地元不動産業者主
導。ストーリー作り。ジェントリフィケーション問題。 

• Beatley & Manning 1997;Florida 2002; 吹田2015; 山崎2016; 間々田
・野尻・寺島2017など。 



オレゴン州・ポートランドに関する先行研究 

（４）地域経済 

• 周辺型地方都市経済。失業率やパートタイム率が高く
、平均所得が低い。木材・木製品、鉄鋼業、物流など
。80sハイテク産業の誘致（Intel、日系企業）。技術系
大学がない。ICTスタートアップス（シリコンフォレスト）
。スポーツブランドの発祥・集積（NIKE、KEEN、コロ
ンビアなど）。ものづくりベンチャー。 

• 生活の質に惹かれた人材の滞留、スピンオフ、知識
労働市場の形成。コミュニティの「スタートアップ・エコ
システム」。州内の都市–農村関係。 

• 中村2004、Hibbard et al. 2011、畢滔滔2017、山崎2017など。 



オレゴン州・ポートランドに関する先行研究 

（５）エネルギー政策とCleanTech 

• 1977年 連邦都市住宅省よりエネルギー保全モデル
都市に選定。市にエネルギー室（Energy Office）と市民
参加のエネルギー委員会（Energy Commission）を設置
し、米国における最初のエネルギー政策実施自治体
となった。 

• 1990エネルギー政策。住居、商業、工業、交通におけ
るエネルギー効率10％向上を目標。実績は、1人あた
りエネルギー消費量−6.5％。 

• 1999 Green Building Initiative。→クラスター形成。 
• 青木2004、Allen and Potiowsky 2007、千歳2009など。 



オレゴン州・ポートランドに関する先行研究 

（６）アメニティ・パラドックス 

• Pearl Districtの不動産開発→高級住宅地と観光地化
。家賃や住宅価格の急騰。初期の起業家やアーティ
ストは去っていった。Quality of Life Paradox。 

• 急激な人口増に伴うホームレスの急増。総人口63万
人のうち約4千人がホームレス。2015年「住宅・ホー
ムレス非常事態」宣言。 

• 白人男性中心のコミュニティから、移民やマイノリティ
、マージナルな立場にいる人の参加できる市民参加
制度への転換。 

• 岡部2008; 岩渕他2017; 畢滔滔2017など。 



ポートランドの都市生態系 
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生活の質 

・広域成長管理  

・オープンスペース 

・公共交通軸のまちづくり（TOD） 
・自転車のまち 

・都市と農村の区別 

・地産地消 ・郊外の自然環境 

・サステイナブル・カルチャー 

住民自治とガバナンス 

・近隣組合と近隣計画局 

・政策提案型のアドボカシー団体 

・ビジネス改善地区（BID） 
・政策系NPOのスピンオフ 

・市と州の連携と役割分担 

・市民的提案を学び取る行政能力 

・環境政策=都市計画=産業政策の連動 

クリエイティブ・コミュニティ 

・ミックスト・ユースの再開発 

・リノベーション産業（建設・不動産） 
・生活文化提案型のショップやホテル 

・アウトドアブランド 

・シリコンフォレスト（ICTベンチャー） 
・Green Building クラスター 

・スタートアップ・エコシステム 



オレゴン州のエネルギー政策動向（１） 

• オレゴン州では1979年に原発の製造を禁止。1993年
には最後の一基が停止。以来、水力発電を主に。 

• 2007年 RPS制度を導入。2025年までに再エネ25% 

→2016年改正：2035年までに石炭火力を停止し、
2040年までに再エネ50%に。電力供給量の約70%を
担う2私営電力会社（Pacific Power社とPortland 

General Electric社）に適用。 

• 水力をRPSに組み込むには、魚、野生生物、水質に
対して低環境負荷であることを証明。低負荷水力機構
（LIHI）というNPOの認証。 





オレゴン州のエネルギー政策動向（２） 

• 太陽電池製造企業の誘致。SolarWorld（独)、パナソ
ニック（サンヨー、日）、Centon Solar（中）、
Solopower（米・カリフォルニア）など。北米最大の太
陽電池製造州に。年間生産能力680MW以上。 

• ←水力による低価格電力、半導体熟練労働者の蓄積
、設備投資への固定資産税免除プログラム、再エネ
に関する税額控除制度。 

• 風力発電事業への投資。地元PGEの他、シーメンス、
ヴェスタス、伊藤忠など。 

• →再エネの製造と発電は大手・誘致企業中心  



Portlandの計画体系 

• 2012 ポートランドプラン：2035年までのロードマップ。
コミュニティグループとの数百回の会合を経て作成。 

• 2016 総合計画2035 

• 中心都市計画2035（2017draft） 

• 2009 ポートランド経済発展戦略：4つのクラスター ①
クリーンテック ②運動・アウトドア ③ソフトウェア ④先
端技術製造業 ＋研究開発と事業化でグリーン経済の
世界的中心地を目指す。  

• ポートランド気候対策計画（2009;2015）：2040年まで
に40%、2050年までに80％のCO2排出削減目標。 



ポートランド市の所在するマルトノマ郡における 

炭素排出量のトレンドと全米平均との比較 
（資料：Portland Climate Action Plan 2015） 

炭素排出量は2013年時点で 

1990年比14％減、1人当たり35％減 

人口は31％増、雇用は20％増 



マルトノマ郡における炭素排出量の削減計画 
（資料：Portland Climate Action Plan 2015） 

 

 

 

 

低炭素電力：28％、 

建築物の低エネ化：47％ 

都市計画と交通：24％ 

廃棄物処理：1％ 

Green Building 

が鍵となる 



マルトノマ郡におけるCleanTech雇用数の変化 
（資料：Portland Climate Action Plan 2015） 

2011年10,202人 

→2013年12,705人 



ポートランド気候対策計画 2030目標 

• 目標①2010年以前に立てられた全ての建物のトータ
ルエネルギー使用量を25％減少させる。 

• 目標②全ての新築の建物・住宅に関してゼロネットの
炭素排出を達成する。 

• 目標③建物に使用する全てのエネルギーの50％を再
生可能エネルギーで供給し、うち10％はマルトノマ郡
内の再生可能資源から供給する。 

• 目標4〜7：都市空間と交通様式の変革。 

• 目標8〜11：消費と廃棄物に関する対策。 

• 目標12〜17：地産地消、森林、激変緩和、市民参加 

 



エネルギー政策のガバナンス（１） 

• 1999オレゴン州電力事業者再構築法：電力料金の3

％をファンド化し、再エネとエネルギー効率化のプロジ
ェクトに使用する。このプログラムを実行するために、
オレゴン公益事業委員会（OPUC）は非営利団体とし
てEnergy Trust of Oregonを設立。 

• 年間予算1億8,568万ドル（2016年）。エネルギー効率
化に86％、再エネに11％、残りは管理運営費。 

• 2003年からガス事業にも適用。2009年からはワシン
トン州のガス事業者とも契約。 

• 北西部エネルギー効率同盟（北西4州）と連携。 



エネルギー政策のガバナンス（２） 

• Energy Trust of Oregon：2016年度は8万600サイト
でクリーンエネルギーに投資。9,800万ドルの電気料
金を節約。1,765社のtrade allyに仕事。 

• Trade Allyネットワーク。同盟を組むコントラクターや
専門家（建築家、エンジニア、デザイナー、建築業者、
不動産業者） 

 を顧客の課題に応じ  
 てマッチング。2400強 
 のパートナーのうち、 
 78％がスモールビジネス。 

グラフ：Energy Trust of 

Oregonの投資先内訳 
 

資料：2015 Anuual Report 



エネルギー政策のガバナンス（３） 

• 2001 ポートランド市がグリーン・ビルディング政策を
開始。全ての市の施設における新築・修復において
LEED認証を得ることを求める。 

LEED認証：米国グリーンビルディング協会による建物と敷
地利用についての環境性能評価システム 
・サステイナブルな敷地利用：土砂流出防止、既存開発地の開発、土壌
汚染の浄化、公共交通への近接、生物多様性保全、オープンスペース
の確保など 

・水効率：雨水利用など 

・エネルギー効率：省エネ設計、再エネ設備導入、グリーン電力購入など 

・材料：建築廃材のリサイクル、リスース建材・地場産材の利用など 

・屋内環境：換気、自然光の取り入れ、眺望、低VOC内装材など 

・地域別優先項目など 



エネルギー政策のガバナンス（４） 

• 民間建築物に対しては、①グリーン建築パイロット事
業の支援基金（2005〜09）、②LEED評価に応じて所
得税を控除する税制優遇制度（2007〜14）、③PDC

がLEED基準の民間建設計画に財政支援。 

• →ポートランドは世界でもっとも人口当たりのLEED認
証建築の多い街に。 

• 導入期の制度は順次廃止。代わって2015年に、2万
平方フィート以上の床面積を持つ民間営利施設に対
するエネルギーパフォーマンスの報告義務化。「エネ
ルギースター」で低エネルギー度を点数化。 

• 不動産の価値を高める上でLEEDは必須の要件に。 



産業政策のガバナンス 

• 2007年 Oregon BEST（Oregon Built Environment 

& Sustainable Technologies Center, Inc）設立。独
立の非営利企業 ←Business Oregon（オレゴン州ビ
ジネス開発省）とOregon Innovation Council（PPPフ
ァンド）のサポート。2008年 VertueLabに名称変更。 

• クリーンテックのベンチャー企業をサポート。アイディ
アを持っている人を支援企業とマッチングしたり、地元
大学との共同研究をコーディネート。 

• 44社のオレゴンベースのCleanTech企業に投資。ア
ーリーステージの投資に最大で25万ドル提供。 

• スタートアップスへの大学生インターン。 



エネルギーまちづくりの担い手（１） 

• Earth Advantage：地元電力事業者PGEがエネルギ
ー効率化を進めるために1992年に立ち上げたプログ
ラムが起源。LEEDの認証、グリーンビルディングの
研究や研修教育を請け負っている。 

• Green Building Services Inc.：サステイナビリティの
コンサルティング企業。グローバルに500以上のプロ
ジェクトにおけるLEED認証を支援。 

• Ecotrust：ジェーン・ジェイコブズに助言を受けてポート
ランドに移ってきた環境NGO。 Pearl Districtでグリー
ンビルディングのシンボルとなるNatural Capital 

Centerのリノベーション事業を実現。 

 



エネルギーまちづくりの担い手（２） 

• GreenWorks PC：サステイナブル・デザインに強いポ
ートランドの造園・環境デザイン企業。 

• Gerding Edlen：Pearl Districtの再開発を牽引した地
元不動産業者。LEED建築をはじめミックストユースの
サステイナブル都市開発に強い。 

• Hoffman Construction Company：200以上のLEED

建築を手がけた代表的な地元建築企業。 

• The Collins Companies：19世紀から続く老舗木材カ
ンパニー。FSC認証制度を受けた地元木材をLEED

建築に提供する。 

• →ポートランドを拠点に輸出企業として成長。 

 



PortlandのGreen Building Clusterの特徴 
（source: Allen and Potiowsky 2007） 

企業戦略・ 
競争環境 

要素 

（投入資源） 
条件 

関連産業・ 
支援産業 

需要条件 

・関連する企業の集積 

（クリティカル・マス） 
・企業間の競争と連携 

・継続的な改善 

（LEEDを超えて） 

・LEED専門家の基盤 

・専門的な人材採用 

・多角的なサポートNPO 

・政策フレームワーク 

（税制優遇、資金提供等） 
・低コストビジネス環境 

・教育訓練の不足 

・強い地域需要（LEED、 

雇用、企業） 
・輸出需要（地理的拡張） 
・成長市場 

・製品と市場の多様性 

（事業者向け、住宅向け） 
・地域市場の規模の限界 

・トップレベルのグリーン 

建築コンサルタント企業 

・豊かな自然資源の基盤 

・輸入代替/現地調達 

・森林認証スキームの課題 



PortlandのGreen Building Clusterのプレイヤー 
（source: Allen and Potiowsky 2007） 

材料生産者 

再生利用 

製造業 

流通業者 

サプライヤー 

建築家・デザイナー 

・エンジニア 

建設業者 

不動産業・仲介業 

顧客（個人・企業 

・政府・NPO等） 

（州・市・大学 

・専門機関 

・政策系NPO等） 

生産 

フィシリテーター機関 

消費 供給 



エネルギーまちづくりの担い手（３） 

• Green buildingの地域クラスター（施主、建設、建材、
再生利用、流通、建築家、デザイン、エンジニア、不動
産業etc.）。多様なファシリテーター（政策系NPO、独
立系NPO、認証機関、コンサルタント）。 

• 実験的なプロジェクトを創発させる条件を、ファンディ
ング。→政策スピンアウトと多発的な事業創造。 

• Natural Capital Center：環境NGOによる地区リノベ
ーション事業の成功。→Eco Districtの制度化。Lloyd

のBID（Business Improvement District）による地区
LEEDの実験。 



プラットフォーム型経済の先進地Portland 

Sustainable Lifestyleの実験都市 

自治と協働で進められる街区リノベーション 



ポートランドのガバナンスからの教訓 

• 環境・エネルギー政策＝都市計画＝産業政策の連動
。政策執行機関は別でも互いの政策が補完的。組織
の枠組みを超えた地域単位のガバナンス。 

• 政策の運用を政策系NPOに外部化。政策機能を分
割して増殖する「オープン・イノベーション」。 

• 環境プロジェクトに資金が循環するファンディングと地
域内の事業者に仕事が分配される制度デザイン。 

• 当事者同士の合意形成を重視する制度条件（政策提
案型のアドボカシー団体 、近隣組合、各種の専門的
な事業者、ファシリテーション機関等）。→能動的・創
造的に課題解決に取り組むことを許容。 



垂直統合的な日本の政策形成（国家とビジネス団体
のビジネス・コーポラティズム）の修正可能性 

• 明確な気候変動対策のビジョンの共有こそが政策統
合の原動力。 

• 生活や環境の質の向上とエネルギー効率化が連動し
、プロジェクトに多様な専門的アクターが関わり合うこ
とで、都市に集積効果が発生する。 

• 政策プロジェクトを組織外部にスピンオフして委託す
る手法。→地域的で柔軟なガバナンスへ。 

• 対抗的な社会運動やクリエイティブな生活の提案力こ
そが都市の活力の源。体制外部からの声を政策イノ
ベーションに結びつけていくダイナミズム。 
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